予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　次世代エネルギーインフラ実証事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　商工労働部 新産業振興課 次世代エネルギー係 電話番号:058-272-1111（内2934）
E-mail： c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　                7,467千円（前年度予算額：5,867千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,867
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,867

	要求額
	7,467
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,467

	決定額
	7,400
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,400


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　太陽光発電や燃料電池、電気自動車など、複数のエネルギー資源や新たな技術をそれぞれの特性を考慮し、最適な形で組み合わせる｢ベストミックス｣という考え方を基本に構築したエネルギーインフラを公開している。これら実証モデルを活用し、実証結果を広く公表するとともに、実際にエネルギーインフラを身近に触れていただき、一層の普及啓発を図る。
●公共施設モデル（県営都市公園「花フェスタ記念公園」）平成２２年５月公開。

●商業施設モデル（東海北陸自動車道ひるがのサービスエリア隣接「クックラひるがの」） 平成２２年６月公開。
●家庭モデル（次世代省エネ／新エネモデルハウス「ＧＲＥＥＮＹ岐阜」）平成２２年１１月公開。
●都市モデル（ＪＲ岐阜駅に隣接する県有施設「アクティブＧ」）平成２３年２月公開。

●中山間地モデル（地域資源を有効活用した「郡上市明宝地内古民家」）平成２３年３月公開。
●防災型モデル（道の駅「星のふる里ふじはし」）平成２5年3月公開。
（２）事業内容

●公共施設モデルの維持管理の業務を委託。（一部経済産業省より無償借受）
●都市モデルの維持管理と効果の実証業務を委託。（環境省より無償借受）
●中山間地モデルの維持管理と効果の実証業務を委託。（環境省より無償借受）
※なお商業施設モデル、家庭モデル、防災型モデルは、運営する民間事業者の営業に関わるため、無償で維持管理と一般公開を実施。

（３）県負担・補助率の考え方

　　維持管理業務委託を行うモデルの設備について、環境省および経済産業省より無償借受しており、維持管理は借受側（県）が行うこととなっている。
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	旅費
	389
	業務委託者および環境省や経済産業省との各種調整

	需用費
	1,777
	消耗品費36、修繕料1,741

	委託料
	5,169
	公共施設モデル、都市モデル、中山間地モデルの業務委託

	使用料
	132
	

	合計
	7,467
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　「岐阜県次世代エネルギービジョン」では、県内のエネルギー消費量（原油換算）を無対策の場合に比べ2020年に14.5%、2030年に30.5%削減する目標を掲げている。この目標を達成するため、実施すべき施策の取組方針のひとつに、次世代エネルギーインフラ本格普及の準備とあり、各種実証データの蓄積、普及に向けた環境づくりに取り組むこととしている。
（２）事業主体及びその妥当性
公共施設モデルについては指定管理者へ委託。また都市モデルと中山間地モデルでは、継続調査を実施しているため、整備時の共同実施者へ委託。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　一般家庭への次世代エネルギーの導入により、岐阜県内のエネルギー消費量（原油換算）において、２０２０年で１４．５％、２０３０年で３０．５％削減する。※岐阜県次世代エネルギービジョンによる


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	太陽光発電の導入
	15,647世帯
（H22）
	21,401 
（H23）
	28,030
（H24）
	34,786
（H25）
	75,000

（H32）
	46.4％


	次世代エネルギー

インフラの導入
	0世帯
（H22）
	0
（H23）
	12
（H24）
	12
（H25）
	65,000
（H32）
	0.018％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	●公共施設モデル（花フェスタ記念公園）は、「花フェスタ記念公園運営管理グループ」に管理委託。

●都市モデル（アクティブＧ）は、「森ビル都市企画(株)」に管理委託。
●中山間地モデル（郡上市古民家）は、「NPO法人ななしんぼ」に管理委託。
●各インフラモデルについて、適宜、見学者に対して説明を行った。

●実証結果を取りまとめたパンフレットを配布した。


（前年度の成果）
	●公共施設モデルでは、燃料電池の運転時間最適化により、発電電力量26％増、温水流量25％減、ガス流量26%減の効果を確認。
●都市モデルでは、電力6.1%、ガス16.8％のランニングコストを削減。

●中山間地モデルでは、太陽光発電と水力発電により、全国での1世帯当たりの電力消費量に匹敵する発電量があることを確認。

次世代エネルギーインフラのエネルギー需給状況は、実物を見ながらリアルタイムに説明することが可能であり、一般の方や業界関係者に深く周知が図られ、またインフラ価格の低減との相乗効果により、今後一層の普及が期待できる。特に防災型モデルについては、グリーンニューディール基金を活用し、県内の防災拠点のネットワーク化の推進が期待される。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　エネルギー問題は、現在、国が直面している最重要課題の一つである。再生可能エネルギーの普及は、本課題解決のために必須であり、これを実証により普及啓発することが可能な本設備の必要性は高いと言える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　太陽光発電を設置する世帯の増加はみられるものの、次世代エネルギーインフラについては、設備価格が高いこともあり、目標にはほど遠い状況。より一層の啓発が必要である。（ただし燃料電池はH25で1011件。）

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	次世代エネルギーインフラの管理運営には、実証事業の共同実施者等と適切に負担が分担されており、効率化が図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各エネルギーインフラは、実証用に導入されたものであるため、制御システムや蓄電池など耐用年数が短いものがあり、メンテナンスが必要になる恐れがある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　東日本大震災以降、依然として各次世代エネルギーインフラの見学や実証データ開示を求める声が多く、今後とも本設備を有効に活用して、普及啓発を図る。


